





















































































































































































































































































































































































































































































































































符号 西暦 隼　号 通商産業省産業構造 運輸省流通対策 中小企業庁 社団法人企業経｛合理化）審議会 本部 営協会
A 1951昭和26年 r企業における内部
統制について」
B ユ953 28年 r内部統制の実施に
関する手続要領』
C 1955 30年 r経営方針遂行のた
めの利益計画」
D 1960 35年 r事業部制による利
益管理』
E 1961 36年 伸小企業のた
めのコスト解
析』
F ユ966 41年 rコスト・マネジメ
ント」
G ユ972 47年 丁企業財務政策の今
後のあり方」
H 1975 50隼 『物流コスト算
出マニュアル』
I 1976 51年 『物流コスト算
定統一基準』
J 1980 55年 『経営原価計算
実施要領』（中
間報告〕
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　40　　　　　　　　　　　　早稲田商学第360・361合併号
リード委員長は，原価計算については「原則」より「概念及び基準」の方が適
正であり，原価計算原則を原価計算概念及び基準に改めるべきことを主張した。
このため195ユ年に再開された際には，原価概念及び基準委員会（Committee　on
Cost　C㎝cepts　and　Standards）と呼称された。1951年度委員会は，原価計算の
目的別に原価計算基準を表明し，1956年度委員会は，計画・統制別に原価管理
の基準を提示した。
　AAAの原価計算委員会に呼応し，NACAも連続調査報告書で一斉に原価管
理問題に焦点を向け一連の調査報告書を発表した。1956年までの問に第9号か
ら第29号まで合計21の報告書が発表された。これらの報告書によって，わが国
に新たに導入された原価管理の新手法としては，次のものがあげられる。
　標準原価計算（第11号ないし第15号及び第22号）
　営業費会計（第10号，第ユ9－21号，第25－28及び第29号）
　損益分岐点分析（第16－18号）
　直接原価計算（第23号）
　翻ってわが国では，産業含理化審議会から内部統制（A及びB）と利益計算
（C）に関する答申が発表された。両報告書により戦後管理会計の新手法とし
て内部統制と利益計画が主要企業に一斉に導入され，経済再建の重要な担い手
となった。
・管理会計基準期（1957年一1974年）
　AAAは，1947年以降継続してきた原価概念及び基準委員会を1957年に発展
的に解消し新たに管理会計委員会（CommitteeonMamgeme皿tA㏄omting）を
設置した。米国では，管理会計を表わす用語として，ManagerialA㏄ounti㎎
やManagement　Accountingのほか各種の用語が使用されていたが，同委員会名
としてMamgement　A㏄ountingの語を使用して以来，この用語が一般に定着す
るに至った。管理会計委員会は，1957年に引統き，1958年，1959隼，！961年，
1970年，1971年にも設置され，それぞれ翌隼に正式の委員会報告書⑥，④，
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⑤，⑧及び⑨）を機関誌A㏄ounti㎎Reviewに発表した。
　管理会計委員会以外の委員会でも，管理会計に関する基準（⑥，⑦，⑩及び
⑪）を制定したことは，前述したところである。
　NAAと時を同じくし，NACAはNAAと改名し，原価計算だけでなく広く
原価管理ないし管理会計を研究することとなり，NAA連続調査報告書もこれ
らの新課題をとりあげた。そのうち，戦後のわが国管理会計の発展に大きな貢
献をなしたものとしては，次の報告書がある。
　資本利益率（第35号）
　直接原価計算（第37号）
　キャッシュフロー分析（第38号）
　キャパシティ・コスト会計（第39号及び第41号）
　科学的在庫管理（第40号）
　長期利益計画（第42号）
　資本支出分析（第43号）
・休止期（1975年一1967・1972又は1973年）
　上記の管理会計基準期がいつ，何故終焉したかは，必ずしも明らかでない。一
AAA，NAA，産業構造審議会管理部会は，何れも何等の終結宣言も出さず，
各報告書が自然消滅したのが実清である。
　AAAでは，会計原則委員から原価計算委員会へ，さらに管理会計委員会へ
の改組は，大義名分をふまえ明示的に行われた。しかし，正規の管理会計委員
会報告書は，1972年に発表された1971年度委員会分で終了し，以後は管理会計
委員会報告書は発表されていない。恐らく，経営意恩決定モデル委員会，内部
測定及び報告委員会，計画及び統制概念並びに基準委員会等，個易岬テーマ毎
に委員会を設け意見具申する方針に転換したものと思われる。
　NAAでも，NAA連続調査報告書第43号を1967年に発表しただけで，以後は
中断したまま終了した。内部事情によると，同報告書は，W，B．マックフア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41
　42　　　　　　　　　　　　早稲田商学第360・361合併号
ランド氏が調査部長として中心的役割を果たしてきたが，同氏の退職により打
切りになったということである。
　同じようにして，産業構造審議会管理部会の答申も，1972年に最後の報告書
を公表し，中止となった。思うにわが国経済も高度成長により，離陸期から成
熟期に入ったため，国家主導型の経営革新は不要になったとの認識もあったこ
とと恩われる。しかし実情は委員の高齢化により新基準の開発が困難となった
裏事情も存するのかも知れない。
・管理会計指針期（1981年一現在）又は原価管理指針期（1975年一現在）
　米国で管理会計指針の制定・公表が装いを新たに再開したのは，80年代に
入った1981年のことである。この年から，NAAの管理会計実務（MAP）委員
会はStatem㎝t㎝ManagementA㏄㎝nti㎎：SMAの制定・発表に着手した。
SMAは，管理会計実務に対する指針（guidance）を提供することを目的とし
ているところから，階理会計実務指針』の特質を有してい乱SMAは基本目
的，用語，概念，実務及び技術，会計活動の管理の区分に従い，テーマ毎に小
委員会を設置し，完成のつど発表してきたので，理論的体系は不統一である。
そこで1993年まで発表された29指針のうち，紙幅の関係から3指針（定義集で
ある2及び2A，並びに解説の4M）を除いた26指針を次のように2冊に区分
し編纂・訳出したのが，次の西澤脩訳書（白桃書房，1994年）である。
　　　『IMAの管理会計指針』
第1章　管理会計の定義（1A）
第2章
第3章
第4章
第5章
第6章
第7章
　42
管理会計の基本目的（1B）
管理会計人の倫理的行動基準（1C）
管理会計人に必要な一般知識（1D）
管理会計の職業教育（ユE）
コントローラ制の有効性評価（5A）
管理者に対する情報報告（5B）
第8章
第9章
第10章
第11章
第12章
第13章
第1章
第2章
第3章
第4章
第5章
第6章
第7章
第8章
第9章
第10章
第11章
繁12章
第13章
　　　　　　　　　　目米管理会計指針の系譜
経営主体の業績測定（1D）
運転資本の管理（4N）
固定資産の会計（4J）
固定資産の管理（4L）
金融商品の活用及び管理（4Q）
品質改善の管理（4R）
『IMAの原価管理指針』
直接材料費の定義及び測定（4E）
直接労務費の定義及び測定（4C）
製造間接費の会計（4G）
物流費の管理（4P）
輸送費の管理（4I）
保管費の管理（4K）
施設費の会計分類（40）
本社費の配賦（4A）
情報システム費の配賦（4F）
資本コストの管理（4A）
資本コストの利用（4H）
リスク管理費の会計及び分類（4S）
活動基準原価計算の実施（4T）
43
　SMAは未だ完結しておらず，今後とも続刊が期待されるが，それらも将来
は前書に適宜追補してゆきたい。
　他方，わが国の原価管理指針期の晴矢は，1975年にまで遡ることができる。
産業構造審議会管理部会の答申が終結した以後は，管理会計の個別問題が各省
庁で適宜姐上に乗せられるにすぎなかった。そのうち筆者が物流コスト
（physica1distribution　or　logis士ics　cost）について開発した物流原価計算指針
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　44　　　　　　　　　　　　早稲田商学第360・361合併号
としては，以下のものがある。
H　中小企業庁『物流コスト算出マニュアル』1975年
I　運輸省『物流コスト算定統一基準』1976年
L　通産省『物流コスト算定・活用マニュアル』1992年
M　中小企業庁『わかりやすい物流コスト算定マニュアル』1993年
　21世紀に向って日米の管理会計指針は，今後どのような展開を示すであろう
か。さらなる発展が期待される次第である。
44
